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Under Prime Minister Modi’s administration, India’s China policy has been oscillating to date. This  
paper tries to illustrate the mechanism of India’s policy-making towards China. It is observed that 
India’s China policy is leaning towards “Offensive Realist approach,” which is led by a power-balance 
transition of policy-making individuals and a transition of China-related economic measures.   

 

1.はじめに 
2014年 5月のインド総選挙における現与党インド

人民党（Bharatiya Janata Party; BJP）大勝に導き、イ

ンド第 18 代首相に就任したナレンドラ・モディ

（Narendra Modi）現首相は、現在に至るまでインド

の経済成長を牽引し、外交及び安全保障分野におい

ても世界における存在感を高める役割を果たしたと

一般に評価され、高い支持率1を維持している。 

首相任期に亘って、インドの日米との関係は概ね

一貫して良好に推移しており、伝統的友好国である

ロシアとの関係も安定を保っている一方で、対中政

策については、大きく揺れ動く形で推移してきた。  

2019年 9月の印中戦略経済対話において人工知能

（AI）や第 5 世代移動通信システム（5G）等経済安

全保障上の重要な分野も含む協力に合意、他方、足

元では2020年5月の中印国境軍事衝突も大きな転換

点となり様々な対中規制や日米豪印戦略対話

（QUAD）への傾斜等、対中強硬姿勢を露わにして

きており、印中関係の予測はますます困難さを増し

ているように見受けられる。また、インドは所謂外

交青書を発表しておらず、外交文書による対外政策

予測も比較的困難である2。 

本稿においては、モディ政権におけるインドの対

中姿勢の可変部分として政策決定者のレベル3に注

目する。2020 年印中国境紛争を決定的転換点とする

劇的な対中経済施策の変化が、対中世論硬化に伴う

与党 BJP の強硬化という国内政治要因に加え、対外

政策立案を担う外務省エリート及び国家安全保障担

当補佐官（National Security Advisor; NSA）の主導的

役割の変動にも影響を受けているという仮説を検討

することを目的とする。 

 

2.モディ政権下での印中関係の概観 
2.1 外交・安全保障関係 

モディ首相就任直後の 2015 年時点における印中

関係を概観するならば、長きに亘る対立・警戒一辺

倒の時期から脱し、インドが中国を「建設的関与」

の相手として、また「戦略的・協調的パートナー」

として見做すようになりつつあった4。 

モディ首相就任以前の 2000 年代から 2010 年代前

半にかけては、2005 年の「平和と繁栄のための印中

戦略的・協調的パートナーシップ」締結や 2005 年の

上海協力機構サミットへのインド初参加、2009 年の

BRICs サミット初開催といった事例に代表される印
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中関係の一次雪解けムードが、徐々に地政学的対立

や安全保障ジレンマによる障害に直面していった時

期5であった。 

このようなスタートを切ったモディ外交であるが、

2017 年 9 月には、習近平主席との非公式首脳会談が

実現した。直前の 2017 年の 6 月にドクラム危機6が

勃発するなど不穏な雰囲気もあったが、モディ首相

は自らの政治リーダーシップで対中関係の改善に努

め、2019 年 9 月の第 6 回印中戦略経済対話及び 2019

年 10 月の第 4 回印中非公式首脳会談においては、

2020 年の印中国交樹立 70 周年式典を大々的に祝う

ことで一致をみた7。 

ここまでの印中関係の第二次改善ムードは、2019

年 4 月から 5 月にかけての連邦下院選挙に大勝し、

支持基盤を盤石にした与党 BJP 側の事情とも無関係

ではなかったと考えられる。すなわち、2019 年 9 月

時点においては、歴史的に対中警戒感の強い世論を

比較的気にせずに、印中関係の改善に邁進できる環

境が整っていたことと推察されるのである。その証

左として、2020 年印中国境紛争後に対中世論が硬化

すると、インド政府は極端な対中政策の大転換に向

かう。 

その後、2020 年 5 月に勃発した印中国境紛争でイ

ンド軍に 20 名の死者（中国側には 4 名の死者）が生

じたことが主因となり、印中の関係改善ムードは霧

散した8。インド国民の対中感情は大きく悪化し9,10、

中国側が引き続き熱望したといわれる記念式典は行

われず、以降現在に至るまで軍事対話を除く印中ハ

イレベルでの戦略経済対話は実施されていない。  

 

2.2 経済関係 

モディ政権発足後、中国の急速な経済発展を受け、

民間投資にけん引された印中経済関係は発展の一途

をたどった。中国からインドへの累計投資残高は

2010 年度末には 5,400 万米ドルしかなかったが、19

年度末には約 23 億米ドルに達した。特にスタートア

ップ分野では、中国のアリババ集団や騰訊控股（テ

ンセント）がインド企業に多額の投資を積み重ねて

きた11。 

加えて、インドによる中国からの輸入額は 2010

年度の 435億米ドルから 2019年度には 653億米ドル

まで増加しており、インドの中国に対する貿易依存

度を示す貿易結合度指数12も 1.24（2016 年）と、2012

年の 0.88 から増加傾向にある13。インド商工省によ

れば、2019 年度におけるインドの対中貿易赤字は

487 億米ドル（対香港も含めると 546 億米ドル）と、

インド貿易赤字の主因となっている。 

インドにとっての中国（含む香港）からの主要な

輸入品目は上から電話機、集積回路、及びコンピュ

ーターであり、輸入全体に占めるシェアも夫々64％、

70％、58％と極めて高い。顧客のスイッチング・コ

スト理論14から見れば、その代替コストは決して大

きくないと見られるが、携帯電話や集積回路は未だ

インドでの国産化が本格的には実現しておらず、そ

の代替化も容易なものとは言えない。 

前述した対中貿易不均衡や中国中心の貿易協定化

への警戒感も背景に、インド政府は 2019 年 11 月に

東 ア ジ ア 地 域 包 括 的 経 済 連 携 （ Reginal 

Comprehensive Economic Partnership; RCEP）への不参

加を表明15した。 

また、中国からのサプライチェーンがコロナ禍に

より寸断されたことのリスク認識に加え、2020 年 5

月の印中国境紛争による経済安全保障意識の更なる

高まりが決定打となり、インド政府は中国製アプリ

の禁止や中国企業の入札締め出しといった強硬な対

中経済政策を次々と実施した16。 

 

2.3 小括 

モディ政権発足後、結びつきを強めてきた印中経

済関係であったが、2019 年の印中戦略経済対話にお

けるアジェンダの充実ぶりから一転し、わずか 1 年

足らずで、多くの協力合意分野について、主として

経済安全保障の観点から協力方針を撤回し、純国産

化や友好国との連携に大きく転換したこととなる。 

このような振り子のようなインドの対中政策は、

当然ながら中国側の対印政策にも影響されるもので

あるが、本稿においては 2017 年 6 月のドクラム危機

を契機に、また 2020 年印中国境紛争というイベント

を決定的転換期として、インドの政策決定者間での

主導的役割にどのような変動が生じたかに着目する

こととする。 
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3.インドの対中政策論の理念基盤 
第 2 章で概観したように、インドの対中政策は必

ずしも中国を完全に敵対的なライバルとして位置付

けて来たわけではなく、モディ政権においても 2019

年までは経済関係を中心に緩やかな関係改善が見ら

れる状況にあった。 

本章では、伝統的かつ一般的なインド対外政策論

及びインドの対中政策論を概観したうえで、インド

が昨今このような伝統的なインド外交論におけるイ

ンド像から脱却しつつあるとの仮説をもとに、これ

をもたらす外部環境の変化について論じたい。 

 

3.1 インド外交の伝統に基づくモディ外交論 

 インド国際関係論の泰斗である堀本（2021）によ

るインド外交マトリックス（表 1 参照）は、インド

外交の伝統のうえにモディ政権の外交ポリシーが形

作られているという前提に立っており、その大枠は

2020 年印中国境紛争後においても大きく変わって

はいないものと考えられる。ただし、後述するよう

に、昨今においては、対外政策立案のアクターの変

化とも相まって、攻撃的リアリズム（又はネオリア

リズム17）的外交観の萌芽がみられる。この点は後

述したい。 

 

表 1 インド外交マトリックス 

 

出所： 堀本「大国を指向するモディ外交」より著者抜粋 

 

3.2 印中関係の現在地～関与論への懐疑 

 インドの対中政策に関する識者の主な見方は、堀

本（2021）がいう「協調と警戒を続けるアンビバレ

ントな関係18」という表現におおむね集約できる。

伊藤（2020）は、インドのさらなる経済成長のため

に、中国との協調が不可欠であると述べたうえで、

グローバルな多国間レジームの形成において、中国

は域外修正主義に欠かせないパートナーとなると指

摘し、政治面でも自主独立外交の維持や国家主権の

尊重という点、すなわちアメリカ一国覇権への反対

及び多極世界の希求という観点で印中の利害関係が

一致する19と主張している。これらの見方は、前述

した伝統的なインドの対外政策観に概ね則ったもの

ということができ、国際関係論においては、大まか

にいえばリベラリズム又は防御的リアリズム的外交

観と位置付けることができよう。 

これに対して伊豆山（2020）は、モディ政権の下

で、インドが国際関係論における中国台頭論の影響

を強く受け、「中国と共に台頭する経済大国」から「中

国に対するアンチテーゼの大国」へ目標を移してい

るとの見方を披露し、多極化志向的外交論から対中

封じ込めと米国傾斜を軸とする外交論へと踏み込ん

だ議論を展開している20。 

かかる見方は、2020 年印中国境紛争を転換点とし

てインドの政策決定者が攻撃的リアリズム的アプロ

ーチによる（米国や日豪等と足並みを揃えた）対中

封じ込め論に傾斜しているという筆者の推論とも関

連付けられるものである。 

 

3.3 印中軍事協力関係～テロ対策の文脈で 

2019 年までのゆるやかな印中関係改善ムードの

中で、インドと中国の防衛協力についても、双方の

理解増進と対テロ共同対策を中心とする限定的な範

囲ながら、確実な進展が見られた。 

印中安全保障対話は、2009 年の初開催からドクラ

ム危機のあった 2017 年を除いて 2018 年まで 9 回に

亘り実施されてきた。 

両国はカウンターテロ共同訓練を 2007 年に初め

て実施したのち、6 年程度のブランクを経て、2013

レベル
現在の指向「」、将来の指向☞、

対応措置→

グローバル
（全世界）

「米欧日が主導する国際秩序の多
角化」
☞世界の大国として国際秩序形成
能力の獲得と海洋大国の実現
→多極化で中ロと協力（中ロなど
の「関係国会議」）
→国連安保理入り、各能力の保
持、ミサイル開発
→外交インフラ力の強化（富国強
兵、戦略的パートナーシップによ
る連携外交の強化）

リージョナル
（インド太平

洋）

「インド太平洋における比較優位
の確立とプレゼンス確保」
☞インド太平洋における大国
→アクト・イースト政策の政治経
済的展開
→日米豪印（QUAD）で中国の一

帯一路（BRI）と中パ連合に対抗
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年から 2017 年まで連続開催している。ドクラム危機

を挟んで 2018 年に再開し、2019 年 12 月まで計 8 回

の共同訓練を実施してきた。2019 年 12 月の共同訓

練では双方130名の隊員が16日間にわたり広範な訓

練を行っている。このような軍事交流実績も、2020

年印中国境紛争までの印中政治経済関係の改善を下

支えしてきたといえる。 

 

3.4 印米関係～対中強硬姿勢の基盤 

2000 年代以降の米国による対印重視政策にも牽

引された印米関係の急速な深化と安定は、インドが

より強硬な対中政策を採用できる基盤をもたらして

いる。冷戦時代には極めて低調であった印米関係で

あった。インドにとって準同盟関係にあったソ連崩

壊後は徐々に好転、2004 年にブッシュ（父）政権下

で印米戦略パートナーシップを締結したのち、2007

年には、両国議会を巻き込んだ侃々諤々の交渉の末、

両国関係改善の象徴とされる印米原子力協力合意が

実現した21。主要軍事協定は一通り締結22され、両軍

による総司令部同士の連携強化や連絡将校増強も議

論されている23。  

2020 年 2 月には両国関係は包括的・グローバル戦

略的パートナーシップに格上げされたところである。 

 

3.5 自立したインド～対中経済施策の理念基盤 

2020 年 5 月 12 日にモディ政権は、「自立したイン

ド（Atmanirbhar Bharat）」政策を打ち出した。 

同政策は個別の予算施策を丹念に見れば、おおむ

ね緊急的な財政出動を伴う大型経済対策として実施

されたものであることは一目瞭然である24。生産連

動型優遇制度（Production Linked Incentive; PLI）等の

一部施策は保護主義的とも言える輸入代替・国産化

を強く意識したものであり、結果として対中依存脱

却という外交的メッセージを内包している点も指摘

されている25。 

 

3.6 小括 

 インドの伝統的なリベラリズム又は防御的リアリ

ズム論に基づく対外政策観に則り、対中政策は「協

調と警戒を続けるアンビバレントな関係」というも

のであったが、モディ政権の下で、「中国に対するア

ンチテーゼの大国」という対中封じ込め論の萌芽を

指摘する声もある点を指摘した。 

 また、印米関係の深化に加え、「自立したインド」

を目指す経済戦略も、対中経済施策が強硬化してい

く基盤として機能している点につき述べた。 

 

4.モディ政権の政策決定メカニズム～エリー

ト官僚システムと政権与党 
第 3 章で指摘したように、インドの対中国の外

交・安全保障政策の大変容は、モディ首相の属人的

要因によるものなのか。 

本章では、インドの対中政策決定メカニズム解読

において、まず先行研究である溜試論を紹介しする。

具体的には、インドの伝統的なエリート公務員であ

るインド行政職（Indian Administrative Service; IAS）

等（インド外交職（Indian Foreign Service; IFS）を含

む）及び国家安全保障担当補佐官（National Security 

Advisor; NSA）のほか、溜試論にはないものの、も

う一つのアクターとして浮上していると考えられる

政権与党の BJP について概観する。 

 

4.1 溜試論について 

溜（2018）は、インド対外政策の制度的特性に関

する興味深い試論を示している。まず溜はインド対

外政策のキーパーソンとなり得る存在として、政党

や首相というアクターを除外した。モディ首相は初

代ネルー首相のように国際経験豊富でない以上、「首

相の役割は官僚から上がってきた情報に基づいて、

最終決断を下すこと」にとどまり、「専門知識を有す

る人物、すなわち外務次官か NSA の助言によらざる

を得ないはずであり、彼らの世界情勢認識がインド

対外政策の形成に寄与すると考えられる」26。 

そして、国際環境という外部環境があり、外交エ

リート官僚のトップたる外務次官及び NSA による

意見具申があり、最終的に首相が決定するというメ

カニズムを定位とする27。 

そのうえで、対外政策のキーパーソンは、NSA が

外務省出身者の場合は NSA、そうでない場合は外務

次官との試論を提示した28。加えて、キーパーソン

を在中国大使経験者が務めるケースが圧倒的に多か

ったとも論じている29。 
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4.2 インド行政職等について 

インドの行政の特徴に、強固なエリート官僚制度

がある。その起源は英国植民地時代に遡り、1947 年

の国家独立に際しても基本的にそのまま継承された。

とりわけ IAS は、毎年約 30 万人以上の受験者の中

からわずか 50～100 名程度が選抜され、採用後は連

邦政府及び州政府の重要なポストを独占するエリー

ト集団を構成している30。外交に特化した IFS やイ

ンド警察職（Indian Police Service; IPS）と併せ、本

稿においてはこれらエリート官僚を IAS 等と称する。 

 

4.3 モディ首相や閣僚による IAS 等への信頼 

モディ首相はグジャラート州首相時代から、信頼

できるエリート官僚に全幅の信頼を寄せ、全面的に

政策立案の裁量を与えてきた。 

その好例がジャイシャンカル（S. Jaishankar）外務

大臣の政治任用である。同大臣は 1977 年外務省入省

の IFS であり、中国大使や米国大使を歴任、外務次

官を経て2019年5月からモディ首相に外務大臣とし

て登用された。外務省エリートたるジャイシャンカ

ル外務大臣の登用はモディ首相による IAS 等への信

頼を示している。 

また、インドにおいて NSA が置かれたのは 1998

年 11 月のことであるが、これまで現任のアジット・

ドバルを含めて 5 名が任命され、うち IFS 出身が 3

名、IPS 出身が 2 名であり、こちらもエリート官僚

を政治任用することが一般化している。 

 

4.4 インド人民党（BJP） 

インドの対外政策立案に影響を及ぼすもうひとつ

の主要アクターはインドの上下院で過半数を保持す

る与党 BJP である。現在の党員は約 1 億人とされ、

中国共産党を超え世界最大の党員数を誇る政党であ

る。その成り立ちやイデオロギーについては本稿で

は詳述しないが、事実上の母体であるインド民族義

勇団（Rashtriya Swayamsevak Sangh; RSS）という宗

教系奉仕団体と密接に関連したヒンズー至上主義を

党是とする政党であり、後述の選挙戦略等を通じ、

農民を含む庶民層への支持基盤を確固たるものとし

ている。 

なお、ジャイシャンカル外務大臣は 2019 年の入閣

時に BJP に入党しており、自身の職務遂行にあたり、

外務省エリート時代の知識・経験を踏まえつつ、BJP

の政策アジェンダとの整合を強く求められる立場に

あるため、BJP が間接的なアクターとして対外政策

立案に及ぼす影響力は高まっているものと思料され

る。 

 

4.5 BJP の組織力の源泉と選挙アジェンダ 

 現在の BJP の隆盛を支えているのは長年の経験を

踏まえた強固な挙党体制と支持基盤の維持である。 

India Today 紙は、現在の BJP の選挙力を詳細に分

析しており31、徹底した草の根の取組実態を明らか

にしている。 

 2020年 5月の印中国境紛争によるインド国民の反

中感情を悪化は、庶民感情を機微に汲み取ることに

敏な BJP がその後の対中強硬策を総論として支持す

るひとつの理由であるが、これのみでは、BJP が具

体的な対中経済施策を主導する動機は認められない。 

むしろ、BJP が 2019 年 4 月の総選挙で、安全保障

をひとつの選挙マニフェストとして強調したことと

の関連が指摘できる。「テロを一切許容しない」とい

うキーワードの下、1971 年以来となる 2019 年 2 月

の対パ空爆をシンボルに、BJP の大幹部で現内務大

臣のアミット・シャー（Amit Shah）は選挙戦におい

て、「この選挙は国家安全保障体制を確固たるものに

するための選挙である」と主張した32。 

この時点では対中国への警戒感は相対的に薄かっ

たとはいえ、そのような強硬姿勢が結果として国民

の支持を得たという成功体験は、後述するドバル・

ドクトリンを中国にも適用させる際の指針にもつな

がったものと見られる。 

 

4.6 小括 

本章では先行研究である溜試論を発展させ、モデ

ィ首相への意見具申にあたり主導権を持ちうるアク

ターとして先行研究で示された外務次官（外務省エ

リート）及び NSA のほかに、追加の論点として、外

務大臣も属する与党 BJP が対中政策立案に及ぼし得

る影響力の重大さを示した。 
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5.モディ政権の対中政策決定当事者をめぐっ

て 
第 5 章では、溜試論を発展させるべく、2020 年印

中国境紛争を決定的転換として、外務省出身でない

警察エリート出身のドバル国家安全保障担当補佐官

と「ドバル・ドクトリン」が外務省エリートのリベ

ラリズム的対中観を凌駕するまでに存在感を高めて

いるという推論の論証を試みる。 

 

5.1  NSA 並びに外務大臣及び外務次官の関係性 

前述した溜試論に基づけば、インドのジャイシャ

ンカル外務大臣が1977年外務省入省の IFS出身であ

り、シュリングラ（Harsh Shringla）外務次官やゴー

カレ（Vijay Gokhale）前外務次官よりも入省年次が

上であることに加え、現 NSA であるアジット・ドバ

ル（Ajit Doval）は警察官僚出身であり外務省出身で

ないことに鑑みれば、外務大臣及び外務次官がイン

ド対外政策のキーパーソンとなり、二人三脚で確固

たる外務省支配を確立しているという帰結になる。 

しかしながら、こと対中政策においては、2017 年

のドクラム危機と2020年5月の印中国境紛争を契機

に、ドバルの存在感が格段に高まっているとの指摘

がある33。 

 

5.2 アジット・ドバル国家安全保障担当補佐官につ

いて 

日本ではほとんど紹介されていないドバルは、

1968 年に IPS に任官して以来、インド版 FBI と言え

る国家情報局（Intelligence Bureau）を中心に主とし

て国内外の諜報活動に従事した。1999 年にインディ

アン航空 814 便ハイジャック事件が起こった際には

人質解放のための交渉人として名をあげ、7 年間パ

キスタンにスパイとして潜伏するという諜報活動上

の功績も評価されて彼は、国家情報局の局長を務め、

2004 年に退官している。その後、ニューデリーのシ

ンクタンクに籍を置きながら米豪の情報当局とも交

流を深めていた。2014 年のモディ第 1 次政権の発足

に伴い、NSA に就任。国内のテロ対策や海外同胞の

救出活動等に辣腕を振るってきた34。 

ドバルの特徴として、インド外交エリートの伝統

である中国駐在等による中国エリートとの交流経験

がほとんどないことが挙げられる。逆にドバルは

2013 年に「中国のインテリジェンス：共産党部隊か

らサイバー戦士まで」35という論文を発表し、中国

の情報機関である国家安全部がインド国内のチベッ

ト亡命政府への浸透やパキスタンと連携したインド

北東部における反政府勢力への協力を行っていると

指摘し、中国による民間企業やメディア、孔子学院

等を活用した全方位での「超限戦36」に対する警戒

を早い時期から露わにしていた。 

 

5.3 ドバル・ドクトリンについて 

2017 年 6 月のドクラム危機が勃発し、印中関係に

暗雲が立ち込める中、2017 年 7 月にドバルは BRICs

サミットのため北京に赴いた。ドバルがそこで楊潔

篪中国共産党中央政治局委員と会談したことで、同

年 8 月にドクラム危機は収束する。2017 年 7 月時点

で、オブザーバー研究財団の研究員であるモハンテ

ィ（Bedavyasa Mohanty）は、ドバルのアプローチを

「ドバル・ドクトリン」と称した。モハンティの定

義によれば、インドの領土保全に悪影響がない場合

にのみ「外交」手段を採る、すなわち領土問題で対

立がある相手とは通常外交を行なわず、軍事アプロ

ーチを前面に出すというものである37。 

ドバル・ドクトリンは、ミアシャイマー（John 

Mearsheimer）が主張する、「歴史的に見て中国の平

和的台頭は楽観できず、周辺国はその脅威を計測で

きない」「安全保障の要素の方がほぼ常に経済面の考

慮に勝る」「結果として中国の周辺国が米国とともに

中国にバランシング（封じ込め）を行おうとする」38

といった攻撃的リアリズムの論理とも親和性が高い。 

2018年 4月にもドバルは楊と上海で会談している。

もともとドバルは専ら対パ政策に注力しており、対

中関係においてドバルの存在がジャイシャンカル外

務大臣を筆頭とする外務省スクールに優位していた

とまではいえないが、ドクラム危機収束にドバルが

一役買ったことは、その後のドバル・ドクトリンの

対中適用への示唆を与えるものであった。 

なお、ドクラム危機における反省も受け、2018 年

4 月には国家安全保障委員会（National Security 

Council）及び NSA への諮問機関として防衛戦略を

助 言 す る 防 衛 計 画 委 員 会 （ Defence Planning 
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Committee）が新設され、NSA に対する軍事面での

情報インプットが強化されたことも注目に値する。 

その後、2019 年 2 月に、インドはパキスタンのイ

スラム過激派による自爆テロへの報復として、1971

年の第 3 次印パ戦争以来のパキスタンに対する越境

空爆を実施する。これはドバル・ドクトリンの顕著

な現れと言われるが、この時点においても、ドバル・

ドクトリンが中国に対しても適用されることになる

とは、前述したように BJP としても考えてはいなか

ったであろう。事実、2019 年 9 月及び 10 月には、

印中の経済相互依存関係を歓迎するような種々の合

意がなされたのである。 

しかし、ドバル・ドクトリンが対中関係において

も伝統的インド外交ドクトリンに優先するムードは、

2020 年印中国境紛争を決定的転換期として具体的

経済施策のレベルで発現していくことになる。 

第 6 章で詳述するが、2020 年 5 月以降のインドの

対中経済施策は印中経済関係のメリットを全くと言

って考慮しない極端なものとなっているが、米国の

対中観の変化とも平仄を併せた、一種の攻撃的リア

リズムの発現と見れば理解しやすい。 

 

5.4 外務省及び警察エリートの対中協議における

存在感と発言の推移 

ジャイシャンカル外務大臣は 2020 年印中国境紛

争直前の 2020 年 1 月に、中国の台頭をテーマとした

対談において、「中国の問題解決能力や効率性は素晴

らしく、インドは学ばなければいけない」「私は一貫

して印中の対話を重視する関与主義者である」とい

った発言をしている39。同外務大臣が国境紛争前に

執筆した『India Way』においても、「経済が外交を

牽引するのであり、それ以外の道はない」との記載

がある40。また、米中相互の動きによる多極化の加

速を前提に、インドが目指すべき「バランサーの役

割」「できる限り多くの方向に手を広げる」といった

記載があり、あくまで伝統的インド外交観に基づく

多極化指向の下で、中国を位置付けている41。 

また、2017 年ドクラム危機以降 2020 年 5 月まで

の印中国境関連の対話メカニズムは、主にインド外

務省の次官補と中国外務省の局長レベルで行われて

きた（計 4 回）一方で、2019 年の 12 月の印中安全

保障対話も比較的良好なムードで実施された。 

これが、2020 年 5 月以降に一変する。2020 年 6

月 15 日の死者を伴う衝突発生直後の 6 月 17 日には

外務大臣同士の電話会談が行われたが、インド政府

の消極的な初動対応への批判も出る42中、ついに

2020 年 7 月 5 日にドバル自身が王毅外相との電話会

談を実施する。また、印中の休戦協定に調印したの

もドバルであった。これは極めて異例の対応と言っ

てよい。 

その後は、ドバルが再度対中外交から姿を消して

おり、外務大臣同士の対話チャネルが復活している

ものの、ジャイシャンカルから以前ほどの対中関与

論は見られなくなった。なにしろ第 2 章で概観した

ように、2019 年印中戦略経済対話及び印中非公式首

脳会談で合意した多くの事項を、インド側が一方的

に拒否又は方針転換したままなのである。 

以上の記述から、このような対中政策の転換は、

国境紛争前後におけるインド政府の個別対中経済施

策の変化に大きな影響を及ぼしたと推察される。 

 

5.5 小括 

本章では、2020 年印中国境紛争を決定的転換期と

して、対中関係におけるアジット・ドバル NSA の存

在感が外務省エリートを凌ぐ高まりを見せており、

インド政府の対中姿勢は、攻撃的リアリズムと親和

性の高いドバル・ドクトリンが前面に押し出されて

いる状況であることを示した。 

 
6.モディ政権の対中経済施策の背景と政策当

事者に係る考察 
ここまでの論考において、2020 年印中国境紛争を

決定的転換点とする劇的な対中経済施策の変化が、

対中世論硬化に伴う与党BJP の強硬化という国内政

治要因に加え、対外政策立案を担う外務省エリート

及び NSA の主導的役割の変動にも影響を受けてい

るという推論を提示した。この推論を検証すべく、

2020 年印中国境紛争前後における対中経済施策の

背景と当事者についての分析を試みる。 

 

6.1 一帯一路への不参加 

 中国からのインドに対する一帯一路構想43への参
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加呼びかけは、2014 年 2 月、国境問題を協議する特

別代表会合において伝えられたが、インドは決定を

先延ばしにしていた。2017 年 5 月に北京で開催され

た一帯一路会議の直前に、インドは正式に不参加を

表明する。中国が主張する「海のシルクロード」「陸

のシルクロード構想」はいずれも、スリランカのハ

ンバントタ港の開発や中国パキスタン経済回廊

（China Pakistan Economic Corridor; CPEC）というイ

ンドの周辺情勢に懸念を生じさせる案件が具体化す

るにつれ、インドは「インフラ開発の透明性」「責任

ある資金拠出」「主権と領土一体性の尊重」といった

価値観との乖離を日米とともに主張するに至り、イ

ンドが QUAD 協力に舵を切るきっかけにもなった44。 

2017 年 5 月に BJP の幹部であるラム・マダブ（Ram 

Madhav）は、「一帯一路」事業の大きな部分を占め

る CPEC がカシミール地方のパキスタン支配部分

を経由する限り、インドは同プロジェクトに参加す

ることはできないと述べ、「中国は、たとえ自国の

主権問題にわずかに関連しているだけのテーマで

も、それが侵害されていると見なせば、日常的に他

国を脅してくる」「貿易や商業の利害のために主権

を譲り渡す国などない」とも発言した45。 

このことから、中国からインドへの投資を大きく

拡大させる可能性のある一帯一路への不参加決断が、

「安全保障を経済に優先させる」攻撃的リアリズム

に則り、BJP 主導で行われたものと思料される。 

 

6.2  RCEP への不参加 

2020 年印中国境紛争前の 2019 年 11 月に決定され

たインドによる RCEP 不参加への理由には、対中問

題という側面も確実に存在する46。 

モディ首相の事実上の経済顧問の一人である元イ

ンド中銀副総裁のモハン（Rakesh Mohan）によれば、

多くの経済顧問は一貫して RCEP の経済効果を強調

し、その参加を決断すべしと訴えてきたという47。 

それにも関わらず、RCEP 不参加に踏み切ったの

は、BJP が、RCEP を日豪 ASEAN も含む実効的な国

際的自由貿易協定とは見ておらず、中国が自国市場

の参入障壁を温存したまま、印中相互経済依存を（イ

ンド側に不利な形で）拡大させる中国主導の取組み

と考えたからという面が大きい48。BJP の大幹部で

もあるアミット・シャー内務大臣の RCEP 不参加時

のコメント「RCEP 不参加は自国の農民、中小事業

者、酪農業、製造業、製薬産業、鉄鋼産業及び化学

産業への確実な支援となる。」49がこれを明快に示す。 

このことから、RCEP 不参加も、攻撃的リアリズ

ム要素が反映された BJP 主導の政治決断であったと

推察されるのである。 

 

6.3 中国からの投資規制～リアリズムの発現 

2019 年までのモディ政権は印中戦略経済対話で

の数々の合意事項にみるとおり、また国営工業団地

に中国企業からの大型投資を受入れ、野党から批判

を受けるほど50、中国との経済相互依存関係構築に

はそれほど後ろ向きでなかった。 

しかしながら、2020 年 5 月の印中軍事衝突の直後

の 7 月に、インド商工省は海外直接投資（Foreign 

Direct Investment）ポリシー51を、また財務省は歳出

局公共調達課通達により一般財政規程（the General 

Financial Rules）2017 を改正し、インドと国境を接す

る国々（中国及び香港を含む）からの投資や公共調

達について、例外なく中央政府の事前承認を義務付

けた52。この結果、しばらく中国及び香港からの投

資申請についてインド当局は承認せず、中国が世界

貿易機関（WTO）ルール違反であるとして係争の構

えを見せる事態となった53。 

同措置について、BJP が明快な声明を発表した形

跡は見当たらないが、そもそも BJP は中国からの投

資を歓迎してきたとも言い難い。 

2012 年時点で、当時の BJP 総裁であったニティ

ン・ガドカリ（Nitin Gadkari、現運輸大臣）は、「中

国からの投資受入れにより、インドに中国製品が溢

れること」への懸念を明言していた54。 

2020 年 12 月には、野党から中国投資をブロック

したアクターとして BJP が名指しされている55。 

しかし、同措置に関して目立つのは、IAS 等によ

る自律的な「中国離れ」の動きである。 

2020 年印中国境紛争を決定的転換期として、ジャ

イシャンカル外務大臣とゴーカレ前外務次官は中国

との経済関係の重要性に一切触れなくなった。2021

年 11 月には、ジャイシャンカル外務大臣が、中国が

未だ国境沿いからの撤兵を完了していないと強調し
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た。その後、シュリングラ外務次官が、「印中貿易投

資関係が過度に拡大してしまっていないかの検証が

必要であり、同関係がゆえにインドが弱い立場に追

いやられてはいけない」と発言し56、「安全保障は経

済に優先する」という攻撃的リアリズム論を明快に

表現している57。 

また、インド行政委員会（インド首相を議長とす

る政策立案シンクタンク）のカント（Amitabh Kant）

CEO（インド商工省出身の IAS）は 2021 年 7 月に、

インドのスタートアップ企業は中国からの資金に頼

るべきでないと述べた。これは前述のとおりインド

のスタートアップに中国からの旺盛な投資がなされ

てきたことを踏まえたものであり、カント CEO の発

言はスタートアップ企業側に中国からの投資受け入

れを躊躇させる影響を十分に与えるものである。 

印中の経済相互依存促進に一役買ってきた中国か

らの投資への否定的見解は、リベラリズムにおける

経済的相互依存論58とは相反するものであり、むし

ろ安全保障が経済に優先するというリアリズムに沿

った発言であると言える。 

以上より、中国からの投資を規制する諸施策には、

BJP の支持を受け、またドバル・ドクトリンに代表

される攻撃的リアリズム論（反経済的相互依存理論）

の影響を受けた IAS が大きな役割を果たしたものと

推察される。 

 

6.4 中国製 4G 機器の調達制限及び太陽光発電機器

への関税引き上げ 

中国製 4G 機器の調達制限及び太陽光発電機器へ

の関税引上げは、前者は友好国からのエリクソン製

等による代替が可能であるのに対し、後者は中国製

に対する依存度が極めて高く、インドが目指す国産

化による代替が容易でないという相違があり、後者

はよりマイルドな措置とはいえ、いずれも事業者に

とっては相当な追加コストを余儀なくされるもので

ある。 

これらは所謂保護主義的施策であるのみならず、

最終的には友好国からの調達又は国産化を目指した

ものであること、また、一般国民への経済的影響が

あまりないことから、本施策は攻撃的リアリズム論

が前面に出た IAS 等主導のものと推測される。 

なお、新彊ウイグル産の太陽光発電用機器につい

ては米議会が人権問題を理由に全面禁止を主張した

ところであるが、この動きと時を同じくして同じ分

野に米国関連企業からの対印投資が続々と表明され

ている59ことは、米国による対中経済政策と、イン

ドによる対中経済施策が連動していく可能性につい

て、大きな示唆を与えるものである。 

 

6.5 中国製アプリの規制 

 インド電子情報技術省は、2020 年印中国境紛争直

後の 2020 年 6 月 29 日に、中国企業が開発した 59

本ものアプリを禁止すると発表した。その後、2020

年 9 月 2 日は 118 本、同 10 月 12 日には 43 本のアプ

リ禁止を追加発表。この中には、対中ビジネスで欠

かせない SNS ツールと言われる WeChat のほか、イ

ンドのスタートアップに多額の投資をしてきたアリ

ババやテンセント関連のアプリも含まれ、中国政府

からの強い反発を呼んだ60。 

この禁止措置は、BJP の支持基盤である RSS が発

表翌日の 6 月 30 日に激賞しており61、BJP 主導のも

のであると推測される。 

他方で、同措置は立法措置をすることなく既存の

IT 法に基づき行った62ものであるが、所管省庁であ

る電子情報技術省はその理由について「インドの国

家安全と防衛を脅かす行為を行い、最終的にはイン

ドの主権と倫理を侵害している」ことを挙げており

（野党からは「好戦的愛国主義」との批判も寄せら

れた63。）、印中国境紛争が直接の契機になったこと

は間違いない。 

な お 、 同 省 の チ ャ ン ド ラ セ カ ル （ Rajeev 

Chandrasekhar）大臣は BJP 在籍が 2018 年からと短

く64、独断でこの決断を行ったとは考えづらい。 

よって、同措置も、ドバル・ドクトリンの一つの

発露として BJP が主導し、安全保障を経済に優先さ

せた施策のひとつと結論付けられる。 

なお、インドの国民はこの施策をほぼ完全に支持

した65。 

 他方、足元では中国 IT 企業が禁止されたアプリの

類似版をリリースする等により、インド市場におい

て中国製アプリが息を吹き返しているとの指摘があ

る66。これは、経済安全保障の観点から政府が規制
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を効果的に活用することの困難さもまた、示してい

ると言える。 

 
7.おわりに 
本稿では、モディ政権の対中政策、特に具体的な

経済施策の可変部分として与党 BJP とエリート官僚

に注目し、攻撃的リアリズム的アプローチ傾斜の兆

候との推論を含め、そのメカニズムの解明を試みた。 

総じて、「ドバル・ドクトリン」を精神的支柱にし

た BJP 主導と見られる政策が多く、政治家と官僚の

間でコンセンサスを得た強硬な対中姿勢ドクトリン

が大手財閥や国営企業も巻き込み、一見当事者がバ

ラバラながらもいずれも極端な個別対中経済施策に

結びついていることが浮かび上がってきたと言える。 

これら対中経済施策は、マクロ経済に大きな悪影

響を及ぼさない程度に行われていくのか、それとも

攻撃的リアリズム論が主張するように国民経済への

一定の悪影響をも包含するものにエスカレートして

いくのかについては、今後の観察を必要とするもの

であるが、インド独自の外交・経済政策決定メカニ

ズムを政策決定者のレベルにおいて丹念に検討して

いくことは、今後の印中政治経済関係の予測に向け

てひとつの有用な手法であるものと思われる。 
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